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平成 18年11月25日 第 2回自治基本条例策定委員会開催
平成 18年12月18日 第 3回自治基本条例策定委員会開催
平成 19年1月 16日 第4回自治基本条例策定委員会開催
平成 19年2月21日 第5回自治基本条例策定委員会開催






























































特に、第 3条「定義J、 第4条「自治の基本原則」、第 5条「市民の権利」、
第 6条「市民の責務」、第 7条「地域コミュニティ」、第 19条「危機管理」、
第 26条「監査J、 第 27条「住民投票の発議・請求」等について討議を重ねる。
今回は全体の流れを見ながら修正、追加などをじっくり行った。










の 1以上J、 「その総数の50分の 1以上の者」などの具体的な数値を載せる
かどうかで意見が2つに別れ、多数決となった結果載せることになった。更に、




































































○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○                     ○





































































































































































































































































































































































































































































































































































5 議員は、法令の定めるところにより、議員定数の 12分の 1以上の議員
の賛成を得て、住民投票を規定した条例を議会に提出することにより、住
民投票を発議することができる。
6 住民のうち、選挙権を有する者は、法令の定めるところにより、その総
数の50分の 1以上の連署をもって、住民投票を規定した条例の制定を市
長に請求することができる。
<説明>
・住民、市議会及び市長がそれぞれ住民投票を請求または発議できること
を規定します。
・市民、市議会及び市長は、住民投票結果を尊重します。
・住民投票に関し、投票資格要件等の詳細事項は別の条例で規定します。
(策定委員の意見)
・市民にわかりやすく、住民の意思が尊重されやすくするためにも、発議 0
請求できることを自治基本条例に規定すべきです。
-104-
自治基本条例制定の取り組みについて
第9章 国、県、他の地方公共団体等との関係
(国及び県との関係)
第 28条 市は、国及び県と対等の関係にあることを踏まえ、適切な役割分
担を行い、自立した地方自治を確立するよう努めなければならない。
<説明>
・国や県とは上下関係ではなく、対等な立場に立って、適切な役割分担の
もと笠岡市の自治の発展に努めます。
(策定委員の意見)
・地方分権が進展する中、市民主体の自治を推進していくために、県 。国
とは対等な関係であるという意識を住民のみなさんに持ってもらいたい。
(他の地方公共団体等との関係)
第 29条 市は、他の地方公共団体及び関係機関との共通課題または公益的
課題に対しては、自主性を誇示しつつお互いに連携 し、協力し合いながら
解決に当たるよう努めなければならない。
2 市は、前項に規定する課題を解決するため、他の地方公共団体及び関係
機関と協働で、組織を設けることができるものとする。
<説明>
・共通課題や広域的課題に対しては、行政の垣根を越えて積極的に他の自
治体と協力 0連携を図っていくこととします。
第 10章 その他
(条例の見直し)
第 30条 市長は、この条例が本市にふさわしく、社会情勢に適合したもの
かどうかを必要に応じて検証し、見直しが適当であると判断したときは、
必要な措置を講じるものとする。
-105-
自治基本条例制定の取り組みについて
<考え方>
・社会情勢の変化に応 じて条例を検証し、必要に応じて見直しを行うもの
とします。
(策定委員の意見)
・今後も社会情勢の変化は予想されることであり、見直し条項は必要です。
(委任)
31条 この条例の施行に関し必要な事項は、議会及び執行機関が別に定める
ものとする。
附 則
この条例は、平成 20年4月1日から施行する。
参考資料
・地方分権の推進についての動き
http://、v、v v8。cao.goojp/bunken/ugokiohtinl
・地方分権改革推進法案の概要について (総務省HP)
http://vどぃヽ .soumu.go.jp/1mtenu_04/pdf/165__061027_01.pdf
O横須賀市自治基本条例制定状況調査結果報告書 (2004年2月調査)による
http://、v、v vocity.yokosuka.kanaga、va.jp/upi/chosa.htnll
O日進市自治基本条例
http://、v、v、v.cityonisshineaichi.jp/～se saku/jichikihon/zyourei/zyourei
toha.htln
・山陽新聞 平成 18年10月25日
・笠岡青年会議所 4月例会文書
・笠岡市自治基本条例策定委員会会議報告書
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